
計画期間:令和８（2026）年度～令和12（2030）年度の5年間

本計画に基づき、人権教育・啓発をより効果的に進めるため、庁内の関係部局と連携し、情報を
共有しながら各施策を推進します。また、国や新潟県、関係機関・団体とも連携し、社会情勢や地域
課題を踏まえつつ、実効性のある人権教育・啓発に努めます。

計画の進行管理については、PDCAサイクルにより施策の優先度や重点を整理し、「南魚沼市人
権教育・啓発推進委員会」において点検・評価するとともに、多様な意見を聴取し、今後の施策に反
映させることでよりよい計画の推進を図ります。

編集:南魚沼市 市民生活部 市民課

第２次南魚沼市人権教育・啓発推進計画
計画の推進

主な相談窓口

概 要 版

※相談先や相談内容によっては事前予約などが必要となる場合があります。詳しくは各相談機関までお問い合わせください。

内容連絡先実施機関相談窓口

差別や虐待、ハラスメン
トなどさまざまな人権
問題に関する相談

☏025-772-3742

平日8:30～17:15
新潟地方法務局
南魚沼支局

法務局人権相談

☏0570-003-110

平日8:30～17:15
法務省人権擁護局みんなの人権

110番

いじめ、ネットトラブル、
暴力など、学校や家族
に話しにくい悩みの
相談

☏0120-007-110

平日8:30～17:15
法務省人権擁護局こどもの人権

110番

いじめに関する児童生
徒・保護者・教職員など
からの相談

☏0120-0-78310

（24時間受付）
ijime@mailsoudan.org

新潟県教育庁新潟県
いじめ・不登校
等相談

高齢者虐待
障がい者虐待
児童虐待、DV

平日8:30～17:15
☏025-773-6675
☏025-773-6667
☏025-775-7902

南魚沼市役所
介護高齢課
福祉課
こども家庭サポートセンター

虐待に関する
相談

性被害や性的いやがら
せなどの相談

☏025-281-7890

（24時間受付）
新潟県警察本部女性被害110番

解雇、賃金引下げ、ハラ
スメントなど労働問題
に関する相談

☏025-792-0241

平日9:00～16:30
小出労働基準監督署総合労働相談

インターネット上の誹謗
中傷などの書込みへの
対応や削除要請の方法
などの相談

https://ihaho.jp総務省違法・有害情報
相談センター

English,Chinese,K
orean,Filipino,Port
uguese,Vietnames
e,Nepali,Spanish,
Indonesian,Thai

☏0570-090-911

Weekdays 9:00～17:00
法務省人権擁護局
Human Rights 
Bureau,Ministry of 
Justice

外国語人権相談
ダイヤル
Foreign-
language
Human Rights 
Hotline

イ ン タ ー
ネ ッ ト
での相談

イ ン タ ー
ネ ッ ト
での相談

LINE
で の
相 談

〒949-6696 新潟県南魚沼市六日町180番地１
電話 025-773-6661 / FAX 025-773-2110
https://www.city.minamiuonuma.niigata.jp

計画書は市ウェブサイトで
公開しています。

発行:令和８年３月

南魚沼市 人権 計画

人が人らしく生きる権利、いのちと自由を確保し、幸せを求める権利、そして、すべての人が生ま
れながらに持つ権利、それが人権です。

わたしたちは、互いの人権を尊重し、一人ひとりがかけがえのない存在であることを認めあって
暮らしています。しかし、社会のさまざまな場面で、人権が侵害される問題が生じており、一人ひと
りの認識や行動が改めて問われています。

人権問題は、決して被害を受ける人々が存在することで起こるものではありません。人権問題は、
差別や偏見など、人権を侵害する考えと行動によって起きるものです。このことをわたしたちは強
く認識し、どのような場面に直面しても、自分と他者それぞれの人権について正しく理解し、違いを
認めあい、誤った理解を正す勇気を持たなければなりません。

人権とは

南魚沼市では、あらゆる差別や偏見を許さない人権尊重のまちづくりの実現に向け、子どもから
大人まで、すべての市民が人権について正しい理解と行動を身につけられるよう促すため、平成
26（2014）年に「南魚沼市人権教育・啓発推進計画」を策定、令和3（2021）年に見直し（以下、前
計画といいます）を行い、人権教育と啓発を推進してきました。

見直しから5年が経過する中、少子高齢化や高度情報化、国際化・グローバル化の進展、自然災害
の激甚化や感染症の世界的な蔓延を経験するなど、わたしたちを取り巻く社会経済情勢は常に変
化しています。このような中、多様化・複雑化する人権課題へ対応するとともに、新たな人権課題に
的確に対応できる教育や啓発が求められています。すべての市民がお互いにその人らしさを認め
あいながら、共に生きる共生社会の実現に向けた取組がこれまで以上に重要となっています。

このような状況を踏まえ、これからの南魚沼市が取り組む人権教育・啓発に関する施策の方向性
を改めて示すため、「第2次南魚沼市人権教育・啓発推進計画」を策定しました。

この計画について

※令和元（2019）年度、令和6（2024）年度にそれぞれ18歳以上の市民2,000人を対象に実施した、市民アンケート調査結果による

本計画前計画

令和11（2029）年度

目標値

令和6（2024）年度

実績値

令和7（2025）年度

目標値

令和元（2019）年度

基準値
指 標

30ポイント28.6ポイント27.7ポイント26.7ポイント１．人権問題への関心度の向上

80％77.2％80％77.3％２．市民の前向きな意向の醸成

基本方針と指標
市民一人ひとりが自分の人権を守るだけでなく、他の人の人権にも配慮した行動ができるように

なるために、 「人権とは何か」「人権を尊重するとはどういうことか」「人権が侵害されたときにど
のように対処すればよいか」を正しく理解し、日常生活で実践できることが求められます。南魚沼市
では、学校、地域、家庭、職域、行政などがそれぞれの役割を踏まえて連携しながら、人権教育・啓発
を推進し、共生社会を目指していきます。

また、人権教育・啓発は市民一人ひとりの心のあり方に密接にかかわる問題でもあることから、
自主性や意見交換の自由、異なる意見への寛容さを尊重し、押しつけにならないように進めていき
ます。

なお、この計画の指標は、前計画から引き続き、指標１「人権問題への関心度の向上」と指標２「市
民の前向きな意向の醸成」とし、取組の進捗状況を把握、管理をします。
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各分野の主な取組

課 題

根拠のない差別や偏見による誤った
理解と無関心、身元調査等の人権侵害
につながる行動が問題解決の妨げに
なることを認識し、正しい理解と解決
のための行動を促すことなどが必要で
す。

今後の方策

 同和問題の解決に向けたすべての市民への
教育・啓発と相談体制の充実を図ります。

 市職員・教職員等に人権研修の実施と積極的
な参加を促し、正しい知識の習得と資質向上
に努めます。

 「本人通知制度」の周知に努め、身元調査など
を目的とした戸籍等の不正取得を防ぎます。
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課 題 今後の方策

知らないうちに加害者にならない
よう、使い方のルールやマナーに
関する教育・啓発
を推進していく
とともに、人権
侵害に対処する
ための相談窓口
の周知が必要です。

 国・県などと連携し、相談体制の充実と相談
窓口の周知を図ります。

 学校内において、誰もが利用できる多目的ト
イレの整備や更衣室における配慮などの体制
づくりを推進します。

 市職員・教職員の研修会等への参加を促し、
正しい知識の習得と資質向上に努めます。

課 題 今後の方策

性的マイノリティ
（ LGBTQ ※2 ） へ
の差別や偏見を解
消 す る た め の 教
育・啓発と相談体
制の充実などが必
要です。

 感染症に関する正しい知識を深めるとともに、
感染症に対応する従事者やその家族の人権
に関する啓発を推進します。

 感染症患者や元患者とその家族が利用しやす
い相談体制の充実と生活支援を推進します。

課 題 今後の方策

感染症への誤った認識による差別や
偏見の解消、感染症患者等の生活支援
や相談体制の充実などが必要です。

感染症に対応する医療や介護等の
従事者やその家族などに対する人権
侵害への的確な対応と、適切な労働環
境の整備・確保が必要です。

 犯罪被害者やその家族、北朝鮮により拉致さ
れた被害者、アイヌの人々、刑を終えて出所し
た人、ホームレス、新潟水俣病被害者などの
人権、人身取引、大規模災害に起因する人権
侵害や新たな人権問題に対応できる教育・啓
発を推進します。

課 題 今後の方策

さまざまな人権課題や社会の変化に
よる新しい人権問題
についても、迅速な
対応や情報提供、
教育・啓発が必要です。

 人権意識を持ってインターネットを利用する
ことができるよう啓発を推進します。

 学校や家庭での情報モラル教育を推進します。
 差別的な書き込みの削除要請、相談窓口の周

知など、インターネット上の人権侵害行為への
対応に努めます。

※1 ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）：Domestic Violenceの略。配偶者やパートナーなど親密な関係にある、またはあった人から振る
われる暴力。身体的な暴力だけでなく、怒鳴る・無視するなどの精神的な暴力や性的な暴力も含まれる。

※２ LGBTQ（エルジービーティーキュー）：L（レズビアン）、G（ゲイ）、B（バイセクシュアル）、T（トランスジェンダー）、Q（クイア／クエスチョ
ニング）の頭文字をとった略称。なお、性的マイノリティには、LGBTQ以外にもさまざまな人がいる。

レズビアン：こころの性が女性で、好きになる性が女性の人
ゲイ：こころの性が男性で、好きになる性が男性の人
バイセクシュアル：好きになる性が異性の場合も同性の場合もある人
トランスジェンダー：こころの性とからだの性に違和感を持つ人。「性同一性障害」は、これにより社会的に支障がある状態
クイア：性的少数者全般をさす
クエスチョニング：自分自身の性的指向や性自認がはっきりしていない人、または意図的に決めていない人

子
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課 題

虐待やいじめの未然防止、子どもや
子育て中の家庭の
地域全体での見守り、
さまざまな年代の
ニーズに対応した
相談・支援体制の
充実などが
必要です。

 子どもたちや子育て世代が安心して暮らし続
けることができるよう、地域全体で子育てを
支援する社会づくりを推進します。

 子どもの発達に応じた人権教育を推進します。
 いじめや子どもの人権侵害への適切な対応を

推進します。
 一人ひとりに応じた切れ目のない支援を推進

します。
 子どもの貧困対策を推進します。

今後の方策

 高齢者の人権が尊重され、安心して暮らせる
まちづくりを地域全体で推進します。

 認知症高齢者などの権利擁護の取組を推進
します。

 高齢者の雇用・社会参加の促進、学習機会の
充実を図ります。

 相談体制、情報提供、災害時等の避難支援体制
の充実と人材の育成を図ります。

高
齢
者
の
人
権

課 題

高齢者が住み慣れ
た地域で、安心して
暮らせるよう、権利
擁護や虐待防止、災
害への備えや地域で
支えあう体制づくり、
状況に応じた情報提
供などが必要です。

今後の方策

障
が
い
者
の
人
権

課 題

障がい者の自立や地域での安定し
た生活の維持に向けて、能力や適性に
応じた就労支援が必要です。

また、障がい者本人だけでなく、そ
の家族のための相談・支援体制の充実
などが必要です。

 障がい者の人権が尊重され、障がいの有無
にかかわらず、ともに生きる社会づくりに取
り組みます。

 障がい者の就労支援、教育環境の充実を図り
ます。

 障がい者の権利擁護の取組を推進します。
 福祉サービスや相談体制、情報提供、災害時

等の避難支援体制の充実と人材の育成を図
ります。

今後の方策

課 題

外
国
籍
等
の

人
々
の
人
権

互いの文化や生活
習慣の違いを理解
し、ともに尊重し
あって暮らすための
環境整備、相談・支
援体制の充実などが
必要です。

今後の方策

 互いの違いを理解し、尊重しあえる多文化共
生社会の実現に向け、教育・啓発を推進します。

 外国籍等の人々が安心して暮らせるよう、
相談・支援体制の充実を図ります。

 国際交流団体や国際大学と連携します。

女
性
の
人
権

性別による固定的な役割分担意識
や無意識の思い込みの解消を目指す
とともに、男女共同参画とワーク・ライ
フ・バランスの推進、女性に対するあ
らゆる暴力の防止などが必要です。

また、多様な支援を包括的に提供す
る体制を整備し、早期から切れ目ない
支援を行うことが必要です。

 学習機会の提供や、教育の充実を図り、男女の
平等や相互理解への意識づくりに取り組みます。

 男女がともに仕事と家庭・育児・介護などの
両立ができる環境づくりを推進します。

 DV ※1やハラスメントの防止、災害対策への
女性の参画、性の尊重と健康支援などを関係
機関と連携し取り組みます。

課 題 今後の方策


